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担当部課名

主要事業計画対象の有無

都市計画

４　評価指標

10084
実   績

〔金額単位：千円〕

平成14年度

事業目的である「ノーマライゼー
ション」への理解を深めることができ
たかという受講者自身の自己評価
によって成果を表す

指　標　②
指　標　③

77

実   績

77

事業開始年度
１ 総合計画における位置づけ
政  策  名

事務事業名 事業コード

100

2,174

100

2,369

210時間 210時間

1,296

878

1,491

878

1,762 2,553 2,103

1,254

1,187

1,254

508 1,299

300時間 300時間

職場研修報告書の評価［業務への反映
（Ａ・B・C)」において
（Ａの数＋Ｂの数/２）／受講者数（報告
書件数）×100

指標式

理解度 業務への反映

指標名

職場研修報告書の評価［理解度(A・B・
C)」において
（Ａの数＋Ｂの数/２）／受講者数（報
告書件数）×100

月日　平成13年10月31日（水）
場所　けやき会館２階　大研修室他
テーマ　福祉のまちづくり研修
講師　障害者の話 視聴覚障害者協会福嶋美栄子氏
　　　　　　　　　　聴覚障害者協会  松尾正樹氏
  車椅子の操作と介助の実際  社会福祉協議会職員
  まちなか体験長寿社会文化協会インストラクター
対象　建築・土木技術職員２７名
事業費　旅費　　3,300円（まちなか体験交通費）
　　　　　需要費　10,000円（講師用図書券）
　　　　　委託料　74,050円（高齢者疑似体験）

高齢者疑似体験や車椅子の体験等を通して,ノーマライゼーションへの理解を深める研
修を実施することにより、職員の資質の向上を図り、バリアフリーの視点に立ったま
ちづくりや公共施設整備等を推進する。

建築・土木技術職員で、
設計に携わる職員

対象
数

（３）平成13年度事業の内容

計画年次 年度

なし

基本施策名
施  策  名

第
第

２ 実施根拠及び関連法令等

（２）対象（誰、何）
３ 事業概要
（１）事業の目的

研修事業の目的である業務への反
映について受講者自身の自己評価
によって成果を表す

指　標　① 10093

５ 目標と実績

指標設定
の意図

目   標
平成11年度

特　定　財　源

決算（予算）額

合　　計

人員・時間数
人　件　費

その他経費

事
　
業
　
費

〔様式　１〕

042（769）8247

事 務 事 業 評 価 表

平成１４年度

平成13年度（評価対象年度）平成12年度

916
219時間

実   績 目   標

（５）個別計画の概要

（４）総合計画･実施計画における概要   

都市部職場研修費

相模原市職員研修規程（平成３年訓令第２号）第４条・相模原市職場研修推進主任等設置要綱

年度

19課・機関

計 画 名
　年度～　

課

10

都市部

無
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2

93.0 77.0 ③ e
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1

2

1

あ　る

な　い

あ　る

な　い

3

技術職員に限定せず、福祉部等の職
員にも対象を拡大することで、コストを
改善する余地がある。

見　直　し

廃     止

完     了

８二次評価における変更点

説明

4回の研修によって、市職員としての意識の向上等,一定の研修の効果が得られ
たと思われるが,経済性・効率性、市民満足度においては、改善・検討の余地があ
る。対象を拡大して、他の部との共同実施を検討するとともに、まちづくりや公共
施設整備事業にさらに反映できる研修の内容について、再検討していきたい。

②  c
 d

6

まちづくりや公共施設整備等の推進を目的とした研修であるので、市が自ら実施
していくことが適当と思われる。

×100= ×100=

（４）事業の代替性・・・県、民間との役割分担のあり方から見て、市が実施していくことが適当か

高齢化が進み,ノーマライゼーションの必要性が叫ばれる今日、まちづくりや公共
施設整備等を推進する職員にとって,福祉に関する体験学習はたいへん重要で
ある。

コスト改善余地

６　個別評価

（２）必要性･･･時代変化に適応した事業内容か

（１）達成度･･･目標をどれだけ達成したか

評 価

①  a
b

77.0%93.0%
 

 
 

評 価

（６）有効性･･･当該事業は上位の施策を実現する上で有効か

理解度はかなり高いが、即業務への反映は難しい面がある。研修の方法等につ
いて検討するとともに、各職員が前向きな業務の遂行によって、徐々に市民の満
足へとつながっていくものと考えられる。

評 価

Ａ：代替の可能性ない

Ｂ：代替の可能性低い

他自治
体の類
似事業
との比
較

  

評 価

今後の進め方

継　    続

★ ★ ★ ☆ ☆

７ 総合評価

Ａ：満足できる

Ａ：有効である

Ｂ：一部満足できない

理由：
Ｂ：一部有効である

Ｃ：有効でない

評 価 Ａ：適応している
Ｂ：一部適応していない

評 価

Ｃ：妥当でない

Ａ：妥当である
Ｂ：一部妥当でない

評 価

（３）経済性・効率性･･･費用対効果は妥当か

Ｃ：適応していない

Ｃ：代替の可能性高い

（５）市民満足度・・・対象市民の満足は得られているか

ノーマライゼーションへの理解を深めることは,技術職員に限らず必要である。障
害のある方の貴重な講話や体験学習の機会を全職員を対象として幅広く実施す
べきと考えられる。

理由：

理由：

理由：

理由：

理由：
職場研修実施後の業務への反映が十分になされていない。
反映できるような、研修内容･方法について検討すべきである。

Ａ：達成している　　　(α≧100%)

Ｂ：一部達成していない(100%>α≧80%)

Ｃ：達成していない   （80%>α)

   α＝①、②、③の平均値  ＝

×100=

説明：

説明：

Ｃ：満足できない

障害のある方の生の声を聞き、福祉について体験学習することは、バリアフリーの
視点に立ったまちづくりや公共施設整備の推進に欠かせない研修である。

体験学習の箇所や方法について検討
することによって、より業務への反映が
可能となると思われる。

成果向上の余地
≪評価バランスチャート≫ 達成度

必要性

経済性・効率性

事業の代替性

市民満足度

有効性

A

B

C

A

B

C

A

Ｂ

Ａ

Ｂ

Ａ

Ｂ

Ａ


